
（単位：百万円）

金　　額 金　　額

26,698 141,548 

預 貯 金 26,698 746 

158,231 140,802 

国 債 110,191 1,199 

地 方 債 2,019 10 

社 債 46,020 1,275 

222 3 

建 物 117 257 

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 105 1,001 

4,135 5 

ソ フ ト ウ ェ ア 3,388 6 

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 746 57 

0 26 

14 92 

3,111 144,211 

未 収 金 1,355 

前 払 費 用 1,122 40,000 

未 収 収 益 337 40,000 

預 託 金 71 40,000 

仮 払 金 0 △35,417 

そ の 他 の 資 産 224 △35,417 

446 繰 越 利 益 剰 余 金 △35,417 

44,582 

4,066 

4,066 

48,649 

192,860 192,860 

そ の 他 負 債

平成28年度（平成29年3月31日現在） 貸借対照表

科　　　目 科　　　目

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

支 払 備 金

有 価 証 券 責 任 準 備 金

代 理 店 借

再 保 険 借

有 形 固 定 資 産 未 払 法 人 税 等

未 払 金

未 払 費 用

無 形 固 定 資 産 預 り 金

仮 受 金

賞 与 引 当 金

代 理 店 貸 退 職 給 付 引 当 金

再 保 険 貸 価 格 変 動 準 備 金

株 主 資 本 合 計

そ の 他 資 産 負債の部　　合計

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純資産の部　　合計

資産の部合計 負債及び純資産の部合計



注記事項

（貸借対照表関係）

 

　　格付を定期的にモニタリングし信用状況の変化を管理しております。さらに、投資残高にリスク係数を乗じる等の方法によりリス

　　ク量を計測し、これを信用リスクに備えたリスク・リミットと比較することで管理を行っております。

    制の構築を図っております。取締役会は、リスク管理状況の報告を受け、経営の意思決定を行っております。

    市場リスクについては、金融商品の価値がマーケットの変化により、どの程度の損失を被る可能性があるかを把握・分析するため、

    統合的なリスク量としてバリュー・アット・リスク（VaR）を計測し、これを市場リスクに備えたリスク・リミット（含み損益や売

    却損益等を考慮）と比較することで管理しております。なお、資産･負債ポートフォリオのモニタリングは月次ベースで行っており

    ます。

　　信用リスクについては、発行体の格付に応じて投資限度額を定め、投資残高が限度内であることを随時モニタリングするとともに、

    リスク）及び発行体等の信用リスクに晒されております。

    当社は、取締役会で策定している「資産運用リスク管理方針」において、資産運用リスクのリスク管理部門を定め、資産運用全体

    のリスクを管理する体制を整備しております。合わせて、「資産運用リスク管理規程」において、金融商品に関する資産運用リス

    クである「市場リスク」「信用リスク」のそれぞれについてリスク管理の枠組みを定めるとともに、具体的なリスク管理手法を定

    め、リスクの定量的かつ統合的な把握･管理に努めております。また、資産運用リスクの管理部門は、投資の執行部から独立する

    ことで、組織面においても内部牽制機能を確保し、執行部に方針及び諸規程を遵守させることにより、実効性の高いリスク管理体

　　計上し5年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、発生年度に費用処理しております。

　２．金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項は次のとおりであります。

   （１）金融商品の状況に関する事項

　　当社の資産運用は、生命保険契約の負債特性に応じた資産及び負債の総合的管理（ALM）を推進し、公社債等の運用により中長期

　　的に安定した収益の確保を図っております。

　　当社の主な金融商品のうち、公社債（国債、地方債及び社債）については、市場リスク（市場金利等の変動により価格が変動する

    責任準備金は保険業法第116条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については保険業法施行規則第69条第4項第4号の規定

　　に基づく5年チルメル式により計算しております。

   （８）価格変動準備金の計上方法

    価格変動準備金は保険業法第115条の規定に基づき算出した額を計上しております。

   （９）消費税及び地方消費税の会計処理

    税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、前払費用に

    従業員の賞与に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

   （６）退職給付引当金の計上方法

    従業員の退職給付に備えるため、企業会計基準第26号「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準委員会）に定める簡便法（期

    末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法）により、当事業年度末において発生していると認められる額を退職給付引当金に

    計上しております。

   （７）責任準備金の積立方法

    建物は定額法、その他は定率法によっております。

   （３）無形固定資産の減価償却の方法

    自社利用のソフトウェアは利用可能期間に基づく定額法によっております。

   （４）外貨建資産等の本邦通貨への換算基準

    外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しております。

   （５）賞与引当金の計上方法

  １．会計方針に関する事項

    (１)有価証券（公社債）の評価基準及び評価方法

    満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券については期末日の市場価格等に基づく

　　時価法（売却原価の算定は移動平均法）によっております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法によ

　　り処理しております。

   （２）有形固定資産の減価償却の方法



　満期保有目的の債券

　その他有価証券

種類

公社債

公社債

公社債

公社債

16百万円

11百万円

1百万円

26百万円

62百万円

    事業年度末における退職給付引当金

   （３）退職給付費用

    退職給付費用

　 　なお、受入出向者に係る出向元への負担額を含んでおります。

   （１）採用している退職給付制度の概要

    当社は退職一時金制度を採用しており、勤務期間等に基づいた一時金を支給します。

   （２）退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

    事業年度期首における退職給付引当金

    退職給付費用

    退職給付の支払額

  ３．保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当事業年度末における当社の今後の負担見積額は、267百万円であ

　　　ります。

　 なお、当該負担金は拠出した事業年度の事業費として処理しております。

  ４．退職給付に関する事項は次のとおりであります。

　その他有価証券 - 16,184 36,834 36,700

※期間の定めのないものは含めておりません。

 有価証券 - 16,184 36,863 96,309

　満期保有目的の債券 - - 29 59,609

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

 預貯金 26,698 - - -

合計 92,615 98,263 5,647

　　 （注３）金銭債権及び満期がある有価証券の償還予定額

　（単位：百万円）

 貸借対照表計上額が取得原価又
 は償却原価を超えるもの

63,164 69,365 6,200

 貸借対照表計上額が取得原価又
 は償却原価を超えないもの

29,451 28,898 △ 552

　（単位：百万円）

種類
取得原価又は 貸借対照表

差額
償却原価 計上額

合計 59,967 70,771 10,804

　　     その他有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、貸借対照表計上額及びこれらの差額については、次のとおり

　　　   であります。

 時価が貸借対照表計上額を超え
 るもの

58,468 69,388 10,920

 時価が貸借対照表計上額を超え
 ないもの

1,498 1,383 △ 115

　　　　 （２）有価証券

　　　　　　 3月末日の市場価格等によっております。

　　 （注２）有価証券に関する事項

　　　　 満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額

98,263 98,263 -

　　 （注１）金融商品の時価の算定方法

　　　　 （１）現金及び預貯金

　　　　　 　これらはすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

 有価証券 158,231 169,035 10,804

59,967 70,771 10,804

貸借対照表計上額 時価 差額

 現金及び預貯金　　　　 26,698 26,698 -

（２）金融商品の時価等に関する事項

　　当事業年度末における主な金融商品に係る貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）



　

　　　　適用されることとなったため、当事業年度より「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その１）」

　　　　（平成27年1月16日企業会計基準委員会　実務対応報告第5号）、「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取

　　　　扱い（その２）」（平成27年1月16日企業会計基準委員会　実務対応報告第7号）に基づき、連結納税制度の適用を前提とした会

　　　　計処理を行っております。

　８．保険業法施行規則第71条第1項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は、

　　　0百万円であります。

　９．1株当たり純資産額は、60,811円65銭であります。

　１０．追加情報

　　　　平成28年12月に住友生命保険相互会社を連結納税親会社とする連結納税制度の承認申請を行い、翌事業年度より連結納税制度が

　　　ものについては28.24％、平成30年4月1日以降のものについては28.00％であります。

　　　なお、「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律等の一部を改正する

　　　法律」及び「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律等

　　　の一部を改正する法律」が平成28年11月18日に国会で成立したこと等に伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使

　　　用した法定実効税率は、前事業年度のものから変更されております。

　　　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が71百万円減少し、法人税等調整額が同額増加しております。

　６．関係会社に対する金銭債権の総額は、82百万円、金銭債務の総額は、14百万円であります。

　７．繰延税金資産の総額は、10,452百万円、繰延税金負債の総額は、1,581百万円であります。繰延税金資産のうち評価性引当額として控

　　　除した額は、8,423百万円であります。

　　　繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、繰越欠損金8,154百万円、税務上の営業権1,951百万円であります。

　　　繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券の評価差額1,581百万円であります。

　　　当事業年度における税効果会計適用の法定実効税率は、回収又は支払が見込まれる期間が平成29年4月1日から平成30年3月31日までの

  ５．有形固定資産の減価償却累計額は、238百万円であります。



（単位：百万円）

経　　常　　収　　益 25,897

24,052

24,031

21

1,806

1,805

預 貯 金 利 息 19

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金 1,786

0

38

38

経　　常　　費　　用 34,923

4,948

361

1

3,225

1,317

10

31

13,304

80

13,223

0

0

14,365

2,305

1,248

1,046

10

経　　常　　損　　失 9,026

特　　別　　損　　失 23

4

18

9,049

3

△ 2,028

△ 2,024

7,024

保 険 料

科　　　　　　目 金　　　　　　額

保 険 料 等 収 入

解 約 返 戻 金

再 保 険 収 入

資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

為 替 差 益

そ の 他 経 常 収 益

そ の 他 の 経 常 収 益

保 険 金 等 支 払 金

保 険 金

年 金

給 付 金

税 金

そ の 他 返 戻 金

再 保 険 料

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

支 払 備 金 繰 入 額

責 任 準 備 金 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

支 払 利 息

事 業 費

そ の 他 経 常 費 用

減 価 償 却 費

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

固 定 資 産 等 処 分 損

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

税 引 前 当 期 純 損 失

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 損 失

　平成28年度
平成28年4月01日から
平成29年3月31日まで

損益計算書



注記事項

（損益計算書関係）

　　　(１)親会社及び法人主要株主等 (単位：百万円)

種類 取引金額 科目

親会社 25,000 －

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 当社の行った株主割当増資を、住友生命保険相互会社が1株につき10万円で引き受けたものであります。

住友生命保険
相互会社

被所有
直接100.0%

役員の受入
出向者の受入等

増資の引受
（注）

－

　１．関係会社との取引による収益の総額は、37百万円、費用の総額は、1,099百万円であります。

　２．責任準備金繰入額の計算上、差し引かれた出再責任準備金繰入額の金額は、0百万円であります。

　３．1株当たり当期純損失は、9,273円00銭であります。

　４．関連当事者との取引は以下のとおりであります。

会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容
当事業年度末

残高


